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○県営土地改良事業の工事の完了…………………（農村整備課）30

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○児童福祉法施行細則の一部を改正する規則……（こども家庭課）１
　　　告　　　示
○指定自立支援医療機関（育成医療及び更生医療
　）の指定……………………………………………（障がい福祉課）29

規　　　　　則

　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第10号
　　　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則
　児童福祉法施行細則（昭和45年宮崎県規則第32号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（指定障害児通所支援事業者等の指定の申請書等）
第６条の２　省令第18条の27第１項又は第２項及び第25条の21第１
　項又は第２項の申請書は、指定障害児（通所・入所）支援指定（
　更新）申請書（別記様式第14号の２）によるものとする。

２・３　［略］

　（指定障害児通所支援事業者等の指定の申請書等）
第６条の２　省令第18条の27第１項又は第２項、第18条の28第１項
　又は第２項、第18条の29第１項又は第２項、第18条の29の２第１
　項又は第２項、第18条の30第１項又は第２項及び第25条の21第１
　項又は第２項の申請書は、指定障害児（通所・入所）支援指定（
　更新）申請書（別記様式第14号の２）によるものとする。
２・３　［略］

　別記様式第８号から別記様式第11号までの規定中「㊞」を削る。
　別記様式第14号の２及び別記様式第14号の３中「印」を削る。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
様式第14号の４（第６条の３関係）
　　　　　　　　　　　　　（表面）
　　［略］

様式第14号の４（第６条の３関係）
　　　　　　　　　　　　　（表面）
　　［略］
　［略］
申
請
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
種
類

障
害
児
入
所
給
付
費

申請する支援の種類及び申請に係る具体的内容

施
設
名

□ひまわり学
園

□高千穂学園 □ひかり学園

□あかつき学
園

□国立病院機
構宮崎病院

□愛泉会日南病
院

□県立こども
療育センター

□国立病院機
構宮崎東病院

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
　［略］

　［略］
申
請
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
種
類

障
害
児
入
所
給
付
費

申請する支援の種類及び申請に係る具体的内容

施
設
名

□ひまわり学
園

□高千穂学園 □ひかり学園

□つよし学園 □あかつき学
園

□国立病院機構
宮崎病院

□愛泉会日南
病院

□県立こども
療育センター

□国立病院機構
宮崎東病院

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
　［略］
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　　［略］
　　　　　　　　　　　　　（裏面）
　　［略］
　付表
　　［略］
様式第14号の10（第６条の５関係）
　　　　　　　　　　　　　（表面）
　　［略］

　　［略］
　　　　　　　　　　　　　（裏面）
　　［略］
　付表
　　［略］

　　［略］
　　　　　　　　　　　　　（裏面）
　　［略］
　付表
　　［略］
様式第14号の10（第６条の５関係）
　　　　　　　　　　　　　（表面）
　　［略］

　　［略］
　　　　　　　　　　　　　（裏面）
　　［略］
　付表
　　［略］

等 等

変
更
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
等

障
害
児
入
所
給
付
費

変更する支援の種類及び申請に係る具体的内容

施
設
名

□ひまわり学
園

□高千穂学園 □ひかり学園

□あかつき学
園

□国立病院機
構宮崎病院

□愛泉会日南病
院

□県立こども
療育センター

□国立病院機
構宮崎東病院

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
　［略］

変
更
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
等

障
害
児
入
所
給
付
費

変更する支援の種類及び申請に係る具体的内容

施
設
名

□ひまわり学
園

□高千穂学園 □ひかり学園

□つよし学園 □あかつき学
園

□国立病院機構
宮崎病院

□愛泉会日南
病院

□県立こども
療育センター

□国立病院機構
宮崎東病院

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
　［略］

　別記様式第14号の16及び別記様式第14号の17中「印」を削る。
　別記様式第14号の18及び別記様式第14号の19中「㊞」を削る。
　別記様式第14号の20中「印」を削る。
　別記様式第15号中「印」を削る。
　別記様式第16号中「、教育及び懲戒」を「及び教育」に改める。
　別記様式第19号中「印」を削る。
　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　「
　
　別記様式第20号中　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　」
　別記様式第21号、別記様式第21号の３及び別記様式第22号から別記様式第22号の３までの規定中「印」を削る。
　別記様式第23号の２、別記様式第23号の３、別記様式第23号の７、別記様式第23号の８、別記様式第23号の10及び別記様式第29号（その
１）から別記様式第32号の２までの規定中「㊞」を削る。
　別記様式第33号中「印」を削る。
　別記様式第35号を次のように改める。

児 童 名
児 童
（延長者）名



─ 3 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号



宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号

─ 4 ─



─ 5 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号



宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号

─ 6 ─



─ 7 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号



宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号

─ 8 ─



─ 9 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号



宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号

─ 10 ─



─ 11 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号



宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号

─ 12 ─



─ 13 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号



宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 20 日（月曜日）　第 391 号

─ 14 ─

　別記様式第36号及び別記様式第37号中「印」を削る。
　別記様式第38号を次のように改める。
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　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の児童福祉法施行細則（以下「改正前の規則」という。）の規定に基づいて提出されて
　いる申請書その他の書類は、この規則による改正後の児童福祉法施行細則の相当規定に基づいて提出された申請書その他の書類とみなす
　。
３　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して
　使用することができる。

告　　　　　示

宮崎県告示第 207号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、育成医療及び
更生医療を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

コアファーマシー 三股町 薬局（育成・
更生医療）

令和５年
３月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 208号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、精神通院医療
を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

マナビヤ在宅クリニック
「ｕｎ」 宮崎市 精神通院医療 令和５年

３月１日

医療法人ケーンズ会山村
内科 宮崎市 精神通院医療 令和５年

３月１日

マリン薬局大塚店 宮崎市 薬局 令和５年
３月１日

まなべる薬局知恵所 宮崎市 薬局 令和５年
３月１日

☆在宅看護☆すてら 宮崎市 訪問看護 令和５年
３月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 209号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和５年３月20日から同年４月３日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

国道  219号 児湯郡西米
良村大字越
野尾字小春
 132番８地
先から同郡
同村同大字
同字 132番
８地先まで

令和５年３月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 210号
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定により
、平成28年宮崎県告示第 285号による日南都市計画下水道事業の事
業計画の変更を次のとおり認可した。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　施行者の名称
　　日南市
２　都市計画事業の種類及び名称
　　日南都市計画下水道事業　日南公共下水道
３　事業施行期間
　　昭和33年９月13日から令和９年３月31日
４　事業地
　　収用の部分
　　変更無し
　　使用の部分
　　変更無し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 211号
　建築基準法（昭和25年法律第 201号）第42条第１項第５号の規定
により、次のとおり道路の位置を指定した。　　　　　　　　　　
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

指定
番号

申請者
氏　名

位　　　　置
道路の概要
�メートル�

指　定
年月日

幅員 延長

�小林�
2022－
３

株式会社
栄興住宅
代表取締
役原田武

小林市真方字坂元
 884番４の一部

6.10  76.34 令和５
年３月
２日
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寛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 212号
　宅地建物取引業法（昭和27年法律第 176号）第65条第２項の規定
による行政処分について、同法第69条第１項及び同条第２項におい
て準用する同法第16条の15第５項の規定により、次のとおり公開の
聴聞を行う。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　日時　令和５年３月30日　午後１時
２　場所　宮崎市橘通東１丁目９番18号　宮崎県防災庁舎７階防76
　　　　号室
３　被聴聞者
　⑴　商号又は名称　常盤産業株式会社
　⑵　代表者氏名　小田原　義典
　⑶　主たる事務所の所在地　宮崎市南花ヶ島町 366番地１
　⑷　免許証番号　宮崎県知事（12）第2273号
　⑸　免許年月日　平成30年８月17日
　なお、行政手続法（平成５年法律第88号）第17条第１項に規定す
る関係人が聴聞に参加しようとするときは、知事の所管に属する不
利益処分に係る聴聞に関する規則（平成６年宮崎県規則第41号）第
４条第１項の規定により、聴聞の期日の５日前までに、聴聞参加許
可申請書を宮崎県県土整備部建築住宅課に提出しなければならない
。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 213号
　宅地建物取引業法（昭和27年法律第 176号）第65条第１項の規定
による行政処分について、同法第69条第１項及び同条第２項におい
て準用する同法第16条の15第５項の規定により、次のとおり公開の
聴聞を行う。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　日時　令和５年３月30日　午後２時
２　場所　宮崎市橘通東１丁目９番18号　宮崎県防災庁舎７階防76
　　　　号室
３　被聴聞者
　⑴　商号又は名称　常盤住宅サービス株式会社
　⑵　代表者氏名　小田原　義典
　⑶　主たる事務所の所在地　宮崎市清水１丁目９番４号
　⑷　免許証番号　宮崎県知事（11）第2755号
　⑸　免許年月日　平成30年５月19日
　なお、行政手続法（平成５年法律第88号）第17条第１項に規定す
る関係人が聴聞に参加しようとするときは、知事の所管に属する不
利益処分に係る聴聞に関する規則（平成６年宮崎県規則第41号）第
４条第１項の規定により、聴聞の期日の５日前までに、聴聞参加許
可申請書を宮崎県県土整備部建築住宅課に提出しなければならない
。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 214号
　宅地建物取引業法（昭和27年法律第 176号）第68条第２項の規定
による行政処分について、同法第69条第１項及び同条第２項におい
て準用する同法第16条の15第５項の規定により、次のとおり公開の
聴聞を行う。

　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　日時　令和５年３月30日　午後３時
２　場所　宮崎市橘通東１丁目９番18号　宮崎県防災庁舎７階防76
　　　　号室
３　被聴聞者
　⑴　氏名　小田原　義典
　⑵　住所　宮崎市下北方町常盤元1050番地７　tokiwagardenbldg.
　⑶　登録番号　宮崎県知事第5132号
　⑷　登録年月日　平成19年11月13日
　なお、行政手続法（平成５年法律第88号）第17条第１項に規定す
る関係人が聴聞に参加しようとするときは、知事の所管に属する不
利益処分に係る聴聞に関する規則（平成６年宮崎県規則第41号）第
４条第１項の規定により、聴聞の期日の５日前までに、聴聞参加許
可申請書を宮崎県県土整備部建築住宅課に提出しなければならない
。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 215号
　宅地建物取引業法（昭和27年法律第 176号）第68条第２項の規定
による行政処分について、同法第69条第１項及び同条第２項におい
て準用する同法第16条の15第５項の規定により、次のとおり公開の
聴聞を行う。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　日時　令和５年３月30日　午後４時
２　場所　宮崎市橘通東１丁目９番18号　宮崎県防災庁舎７階防76
　　　　号室
３　被聴聞者
　⑴　氏名　福田　勇三
　⑵　住所　宮崎市花ケ島町入道2225番地１　サントノーレ神宮外
　　　　　苑 601号
　⑶　登録番号　宮崎県知事第4916号
　⑷　登録年月日　平成18年６月20日
　なお、行政手続法（平成５年法律第88号）第17条第１項に規定す
る関係人が聴聞に参加しようとするときは、知事の所管に属する不
利益処分に係る聴聞に関する規則（平成６年宮崎県規則第41号）第
４条第１項の規定により、聴聞の期日の５日前までに、聴聞参加許
可申請書を宮崎県県土整備部建築住宅課に提出しなければならない
。

公　　　　　告

　次の地区の県営土地改良事業の施行に伴う工事は、完了した。
　　令和５年３月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

地 区 名 市町村名 事　業　名 完了年月日

嵐 田 国富町 湛水防除事業 令和４年７月８日
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